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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】経時的な黄変が生じ難く、高温環境下に曝した
場合にも黄変抑制効果に優れる光学積層体を提供する。
【解決手段】第一粘着剤層２、偏光板１０、および第二
粘着剤層２’をこの順に備える光学積層体であって、偏
光板１０は厚みが２３μｍ以下の偏光子１を含んでなり
、偏光子１は、二色性色素を含むポリビニルアルコール
系樹脂フィルムであり、光学積層体中に含まれる全ての
粘着剤層の総厚みをＴ１とし、偏光子１の厚みをＴ２と
したとき、Ｔ２／Ｔ１が０．６以下である、光学積層体
。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第一粘着剤層、偏光板、および第二粘着剤層をこの順に備える光学積層体であって、
　前記偏光板は厚みが２３μｍ以下の偏光子を含んでなり、該偏光子は、二色性色素を含
むポリビニルアルコール系樹脂フィルムであり、
　前記光学積層体中に含まれる全ての粘着剤層の総厚みをＴ１とし、前記偏光子の厚みを
Ｔ２としたとき、Ｔ２／Ｔ１が０．６以下である、光学積層体。
【請求項２】
　前記偏光子は、波長７００ｎｍにおける吸光度Ａ７００が５．５以下である、請求項１
に記載の光学積層体。
【請求項３】
　前記粘着剤層を介して透明板および画像表示セルの間に貼合して用いられる、請求項１
または２に記載の光学積層体。
【請求項４】
　前記偏光板は、前記偏光子の少なくとも片面に積層された２００ｇ／ｍ２・２４時間以
上の透湿度を有する保護フィルムを含む、請求項１～３のいずれかに記載の光学積層体。
【請求項５】
　請求項１～４のいずれかに記載の光学積層体を含む画像表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学積層体および該光学積層体を含む画像表示装置に関する。より詳細には
、透明板と画像表示セルとの間に粘着剤層を介して貼合して用いられる光学積層体、およ
び前記光学積層体を含む画像表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、偏光板や楕円偏光板などの光学積層体は、液晶セルや有機ＥＬ素子等の画像表示
セルと、前面板やタッチパネル等の透明板との間に粘着剤層を介して貼合され、液晶表示
装置や有機ＥＬ表示装置等の各種画像表示装置に用いられている。近年、このような画像
表示装置は、携帯電話やタブレット端末などのモバイル機器に加えて、カーナビゲーショ
ン装置やバックモニターなどの車載用の画像表示装置としても使用されるなど、その用途
は広がっている。これに伴い、光学積層体には、従来要求されてきたよりも、より過酷な
環境下（例えば、高温環境下）における高い耐久性が求められており、そのような耐久性
を確保することを目的とした偏光板が提案されている（特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１４－１０２３５３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　偏光子として、二色性色素を含有するポリビニルアルコール系樹脂フィルムを用いた光
学積層体を、画像表示セルと透明板との間に粘着剤層を介して貼合することにより構成さ
れる画像表示装置は、高温環境下に曝された場合に、ポリビニルアルコールのポリエン化
が進行するため、光学積層体が黄変するという問題が生じ得る。このような黄変は、光学
積層体の外観的欠陥となり、また黄変が進むことにより光学積層体の光学特性に欠陥を生
じる。特に、９５℃を超える過酷な温度条件下（例えば１０５℃など）においては、黄変
の進行がより顕著になる傾向があり、このような高温環境下における黄変に対して高い抑
制効果を有する光学積層体が求められている。
【０００５】
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　したがって、本発明は、経時的な黄変が生じ難く、高温環境下に曝した場合にも黄変抑
制効果に優れる光学積層体を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者等は、上記課題を解決するために鋭意検討した結果、本発明を完成するに至っ
た。
　すなわち、本発明は、以下の好適な態様を提供するものである。
［１］第一粘着剤層、偏光板、および第二粘着剤層をこの順に備える光学積層体であって
、
　前記偏光板は厚みが２３μｍ以下の偏光子を含んでなり、該偏光子は、二色性色素を含
むポリビニルアルコール系樹脂フィルムであり、
　前記光学積層体中に含まれる全ての粘着剤層の総厚みをＴ１とし、前記偏光子の厚みを
Ｔ２としたとき、Ｔ２／Ｔ１が０．６以下である、光学積層体。
［２］前記偏光子は、波長７００ｎｍにおける吸光度Ａ７００が５．５以下である、前記
［１］に記載の光学積層体。
［３］前記粘着剤層を介して透明板および画像表示セルの間に貼合して用いられる、前記
［１］または［２］に記載の光学積層体。
［４］前記偏光板は、前記偏光子の少なくとも片面に積層された２００ｇ／ｍ２・２４時
間以上の透湿度を有する保護フィルムを含む、前記［１］～［３］のいずれかに記載の光
学積層体。
［５］前記［１］～［４］のいずれかに記載の光学積層体を含む画像表示装置。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、経時的な黄変が生じ難く、高温環境下に曝した場合の黄変抑制効果に
優れる光学積層体を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】図１は、本発明の一実施態様である光学積層体である構成を示す断面図である。
【図２】図２は、本発明の一実施態様である画像表示装置である構成を示す断面図である
。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　以下、本発明の実施の形態について、詳細に説明する。なお、本発明の範囲はここで説
明する実施の形態に限定されるものではなく、本発明の趣旨を損なわない範囲で種々の変
更をすることができる。
【００１０】
　本発明の一実施態様である光学積層体（「本発明の光学積層体」ともいう）は、第一粘
着剤層、偏光板および第二粘着剤層をこの順に備える。本発明の光学積層体の一実施態様
における構成を図１に基づいて説明すると、本発明の光学積層体は、偏光板（１０）の一
方の面に第一粘着剤層（２）が積層され、偏光板（１０）の第一粘着剤層（２）とは反対
側の面に第二粘着剤層（２’）が積層されてなる。本発明の光学積層体において、第一粘
着剤層（２）および第二粘着剤層（２’）の偏光板（１０）とは反対側の面には、粘着剤
層を保護するために、それぞれ、剥離可能な保護シート（５）が貼着されていてもよい。
保護シート（５）を剥離して、第一粘着剤層（２）を画像表示セル（７）に、第二粘着剤
層（２’）を透明板（６）にそれぞれ貼合することにより、図２に示すような本発明の一
実施態様である画像表示装置（「本発明の画像表示装置」ともいう）が構成される。なお
、図２においてバックライト等は省略してある。
【００１１】
　本発明の光学積層体を構成する偏光板（１０）は、偏光子（１）を含む。偏光板（１０
）は、偏光子（１）の少なくとも一方の面に保護フィルム（３）が備えられた構造を有し
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てもよく、偏光子（１）と保護フィルム（３）とは、接着剤層（４）を介して接合されて
いてもよい。本発明の光学積層体の一実施態様において、本発明の光学積層体は、偏光子
（１）の両面に接着剤層（４）を介して保護フィルム（３）を備えている。
【００１２】
　以下、本発明の光学積層体の各構成部材について詳細に説明する。
＜光学積層体＞
　本発明の光学積層体において、光学積層体を構成する全ての粘着剤層の総厚みをＴ１と
し、偏光子の厚みをＴ２としたとき、Ｔ２／Ｔ１の値は０．６以下であり、好ましくは０
．５５以下であり、より好ましくは０．５０以下であり、特に好ましくは０．４５以下で
ある。Ｔ２／Ｔ１の値が０．６を超える場合、高温環境下（特に９５℃を超える温度下、
例えば１０５℃以上の温度下）に曝した場合の黄変を抑制することが難しくなる。本発明
の光学積層体におけるＴ２／Ｔ１の下限値は、特に限定されないが、例えば０．００１以
上、好ましくは０．００５以上、より好ましくは０．００８以上、さらに好ましくは０．
０１以上である。なお、光学積層体を構成する全ての粘着剤層の総厚みＴ１とは、第一粘
着剤層および第二粘着剤層の厚み、ならびに場合により他の粘着剤層の厚みの和である。
他の粘着剤層とは、光学積層体に含まれ得る、第一粘着剤層および第二粘着剤層以外の粘
着剤層であり、例えば、後述する光学フィルムや光学層を偏光板に貼合するための粘着剤
層、および偏光子と保護フィルムとの貼合のために使用され得る粘着剤層等が挙げられる
。光学積層体が他の粘着剤層を含まず、粘着剤層として第一粘着剤層および第二粘着剤層
しか含まない場合、光学積層体を構成する全ての粘着剤層の総厚みＴ１は、第一粘着剤層
の厚みと第二粘着剤層の厚みとの合計である。
【００１３】
　本発明においては、偏光子の厚み（Ｔ２）は２３μｍ以下、好ましくは２０μｍ以下、
より好ましくは１８μｍ以下、さらに好ましくは１５μｍ以下である。偏光子の厚みが上
記上限値以下であると、光学積層体の経時的な黄変が生じ難く、優れた黄変抑制効果を得
ることができる。偏光子の厚みが上記上限値以下であると、また、偏光子の厚みが小さく
なることにより、必要となる粘着剤層の厚みも小さくなるため、光学積層体の薄層化の観
点からも有利である。なお、上記偏光子の厚みの下限値は、特に限定されないが、例えば
３μｍ以上である。
【００１４】
　本発明においては、偏光子の厚みと粘着剤層の総厚みとの比率を所定の範囲に制御する
ことが、黄変抑制効果を得るための特徴の１つである。すなわち、例えば、偏光子の厚み
が同じであっても、粘着剤層の総厚みとの関係において上記所定の比率を満たさない場合
には、十分な黄変抑制効果を得ることが困難となる。同様に、粘着剤層の総厚みが同じで
あっても、偏光子の厚みとの関係において上記所定の比率を満たさない場合にも、高温環
境下に曝された場合に黄変を十分に抑制することが困難となる。
【００１５】
　本発明の光学積層体においては、偏光子の厚み、および偏光子の厚みと粘着剤層の総厚
みの比率を上記所定の範囲とすることにより、光学積層体に容易に高い黄変抑制効果を付
与することができる。光学積層体の黄変は偏光子のポリビニルアルコールのポリエン化に
起因して生じ、ポリエン化は偏光板の水分量が多い場合に促進される傾向にある。このた
め、例えば、ポリエン化を抑制するために偏光板に含まれる水分量を制御する手法が用い
られ得るが、偏光板の水分量を制御するための乾燥工程が必要となり、乾燥工程が高温お
よび／または長時間の乾燥条件下で行われる場合には、偏光板の光学特性が低下すること
がある。本発明においては、偏光子の厚み、および偏光子の厚みと粘着剤層の総厚みとの
比率を前記所定の範囲に制御することにより黄変を抑制することができるため、偏光板の
水分量を調整するための乾燥工程が必要なく、偏光板の光学特性の低下が生じ難い。また
、乾燥工程が不要となることで、容易にかつ効率的に生産することができるなど生産性を
向上させることもできる。さらに、偏光子の厚みおよび粘着剤層の総厚みを上記の通りに
制御することにより黄変抑制効果を付与することができるため、偏光板を構成する偏光子
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や保護フィルム等の構成成分および／または組成等を限定することなくとも、種々の構成
の偏光子や保護フィルムを組み合わせて用いることができる。このため、入手が容易な材
料や安価な材料を選択することも可能であり、生産コストをより安くできるなどの観点に
おいても有利である。また、偏光板を構成する偏光子や保護フィルム等の構成成分および
／または組成を特定することにより、さらに高い黄変抑制効果を付与することができる。
【００１６】
＜偏光板＞
　本発明において偏光板とは、偏光子を含んでなるものである。偏光子とは、入射する自
然光から直線偏光を取り出す機能を有するフィルムであり、二色性色素を含むポリビニル
アルコール系樹脂フィルムである。ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを構成するポリ
ビニルアルコール系樹脂としては、ポリ酢酸ビニル系樹脂のケン化物を用いることができ
る。ポリ酢酸ビニル系樹脂としては、酢酸ビニルの単独重合体であるポリ酢酸ビニルの他
、酢酸ビニルとこれに共重合可能な他の単量体との共重合体（例えば、エチレン－酢酸ビ
ニル共重合体等）が挙げられる。酢酸ビニルと共重合可能な他の単量体としては、例えば
、不飽和カルボン酸類、オレフィン類、ビニルエーテル類、不飽和スルホン酸類、アンモ
ニウム基を有するアクリルアミド類等が挙げられる。
【００１７】
　ポリビニルアルコール系樹脂のケン化度は、通常、８５～１００モル％であり、９８モ
ル％以上が好ましい。ポリビニルアルコール系樹脂は変性されていてもよく、例えば、ア
ルデヒド類で変性されたポリビニルホルマール、ポリビニルアセタール、およびポリビニ
ルブチラール等を用いることができる。ポリビニルアルコール系樹脂の重合度は、通常、
１０００～１００００であり、１５００～５０００が好ましい。
【００１８】
　このようなポリビニルアルコール系樹脂を製膜したものを、偏光子の原反フィルムとし
て用いることができる。ポリビニルアルコール系樹脂を製膜する方法は、特に限定される
ものではなく、従来公知の方法で製膜することができる。ポリビニルアルコール系樹脂か
ら構成される原反フィルムの膜厚は、特に限定されるものではないが、延伸のしやすさを
考慮すれば、例えば１０～１５０μｍ、好ましくは１５～１００μｍ、より好ましくは２
０～８０μｍである。
【００１９】
　偏光子は、通常、このようなポリビニルアルコール系樹脂フィルムを一軸延伸する工程
、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色することにより、二色性色素
を吸着させる工程、二色性色素が吸着されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムをホウ
酸水溶液で処理する工程、およびホウ酸水溶液による処理後に水洗処理を行う工程を経て
製造される。なお、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色することに
より、二色性色素がポリビニルアルコール系樹脂フィルムに含まれることとなる。かかる
製造方法にて偏光子を製造する場合、偏光子は二色性色素を含む延伸ポリビニルアルコー
ル系樹脂フィルムとなる。
【００２０】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムの一軸延伸は、二色性色素の染色前に行なっても
よく、染色と同時に行なってもよく、または染色の後に行なってもよい。一軸延伸を染色
の後で行なう場合には、この一軸延伸は、ホウ酸処理の前に行なってもよく、ホウ酸処理
中に行なってもよい。これらの複数の段階で一軸延伸を行なうことも可能である。一軸延
伸にあたっては、周速の異なるロール間で一軸に延伸してもよく、熱ロールを用いて一軸
に延伸してもよい。また、一軸延伸は、大気中で延伸を行なう乾式延伸であってもよく、
溶剤を用い、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを膨潤させた状態で延伸を行なう湿式
延伸であってもよい。延伸倍率は、偏光子の変形を抑制する観点から、好ましくは８倍以
下、より好ましくは７．５倍以下、さらに好ましくは７倍以下である。また、延伸倍率は
、偏光子としての機能を発現させる観点からは、通常４．５倍以上である。延伸倍率を前
記範囲とすることにより、偏光子の経時的な変形を抑制することができる。
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【００２１】
　ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを二色性色素で染色する方法としては、例えば、
ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを、二色性色素を含有する水溶液に浸漬する方法を
挙げることができる。二色性色素としては、例えば、ヨウ素または二色性染料が用いられ
る。二色性染料には、例えば、Ｃ．Ｉ．ＤＩＲＥＣＴ　ＲＥＤ　３９などのジスアゾ化合
物からなる二色性直接染料、トリスアゾ、テトラキスアゾ化合物などからなる二色性直接
染料が包含される。なお、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムは、染色処理の前に、水
への浸漬処理を施しておくことが好ましい。
【００２２】
　二色性色素としてヨウ素を用いる場合は、通常、ヨウ素およびヨウ化カリウムを含有す
る水溶液に、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬して染色する方法が採用される
。この水溶液におけるヨウ素の含有量は、通常、水１００質量部あたり０．０１～１質量
部であり、ヨウ化カリウムの含有量は、通常、水１００質量部あたり０．５～２０質量部
である。二色性色素としてヨウ素を用いる場合、染色に用いる水溶液の温度は、通常２０
～４０℃であり、また、この水溶液への浸漬時間（染色時間）は、通常２０～１８００秒
である。
　なお、ヨウ素およびヨウ化カリウムを含有する水溶液にポリビニルアルコール系樹脂フ
ィルムを浸漬する前に、膨潤させて染色を容易にするために、該フィルムを水に浸漬して
もよい。かかる浸漬処理の温度は通常２０～８０℃、好ましくは３０～６０℃であり、浸
漬時間（染色時間）は通常２０～１８００秒である。
【００２３】
　二色性色素として二色性染料を用いる場合は、通常、水溶性二色性染料を含む水溶液に
、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムを浸漬して染色する方法が採用される。この水溶
液における二色性染料の含有量は、通常、水１００質量部あたり１×１０-4～１０質量部
、好ましくは１×１０-3～１質量部であり、より好ましくは１×１０-3～１×１０-2質量
部である。この水溶液は、硫酸ナトリウムなどの無機塩を染色助剤として含有していても
よい。二色性色素として二色性染料を用いる場合、染色に用いる染料水溶液の温度は、通
常２０～８０℃であり、また、この水溶液への浸漬時間（染色時間）は、通常１０～１８
００秒である。
【００２４】
　二色性色素による染色後のホウ酸処理は、染色されたポリビニルアルコール系樹脂フィ
ルムをホウ酸水溶液に浸漬することにより行なうことができる。ホウ酸水溶液におけるホ
ウ酸の量は、水１００質量部あたり、通常２～１５質量部、好ましくは５～１２質量部で
ある。二色性色素としてヨウ素を用いる場合には、このホウ酸水溶液はヨウ化カリウムを
含有することが好ましい。ホウ酸水溶液におけるヨウ化カリウムの量は、水１００質量部
あたり、通常０．１～１５質量部、好ましくは５～１２質量部である。ホウ酸水溶液への
浸漬時間は、通常６０～１２００秒、好ましくは１５０～６００秒、より好ましくは２０
０～４００秒である。ホウ酸水溶液の温度は、通常５０℃以上であり、好ましくは５０～
８５℃、より好ましくは６０～８０℃である。
【００２５】
　ホウ酸処理後のポリビニルアルコール系樹脂フィルムは、通常、水洗処理される。水洗
処理は、例えば、ホウ酸処理されたポリビニルアルコール系樹脂フィルムを水に浸漬する
ことにより行なうことができる。水洗処理における水の温度は、通常５～４０℃であり、
浸漬時間は、通常１～１２０秒である。水洗後は乾燥処理が施されて、偏光子が得られる
。乾燥処理は、熱風乾燥機または遠赤外線ヒーターを用いて行なうことができる。乾燥処
理の温度は、通常３０～１００℃、好ましくは４０～９５℃、より好ましくは５０～９０
℃である。乾燥処理の時間は、通常４０～６００秒、好ましくは６０～５００秒、より好
ましくは１２０～４００秒である。
【００２６】
　このように、ポリビニルアルコール系樹脂フィルムに、一軸延伸、二色性色素による染
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色、およびホウ酸処理が施されることによって、偏光子を得ることができる。
【００２７】
　このようにして得られる偏光子の波長７００ｎｍにおける吸光度Ａ７００は、５．５以
下であることが好ましく、５．０以下であることがより好ましく、４．５以下であること
がさらに好ましく、４．２以下であることが特に好ましい。吸光度Ａ７００は、偏光子中
のＩ５錯体の含有量と関係があり、Ｉ５錯体が多すぎると耐久試験にてＩ５錯体からＩ３
－やＩ-のヨウ化物イオンが生成し、ポリエン化の反応を促進することがある。また、吸
光度Ａ７００は、３．０以上であってよく、３．５以上が好ましく、３．７以上がさらに
好ましい。吸光度Ａ７００が低すぎると、耐久試験にてＩ５錯体が壊れ相対的な量が減る
ので、波長７００ｎｍ付近の吸収が不十分となるため、偏光子が赤変することがある。偏
光子の吸光度Ａ７００は、例えば偏光子を製造するときの水洗処理における水の温度を調
整することにより制御できる。
【００２８】
　偏光板の吸光度Ａ７００は、紫外可視分光光度計などの吸光光度計を用いて測定するこ
とができ、下記式から算出される。
Ａ７００　＝　－ｌｏｇ［｛波長７００ｎｍにおけるＴＤ透過率（％）｝／１００］
入射光としては、偏光子の吸収軸方向と平行な偏光を使用して測定する。この式において
、「ＴＤ透過率」とは、グラントムソンプリズムから出る偏光の向きと偏光子の透過軸と
を直交させたときの透過率である。例えば、日本分光株式会社製の積分球付き分光光度計
であるＶ７１００を使用して測定できる。
【００２９】
　好適な一態様において、偏光板は、偏光子の少なくとも片面に、保護フィルム（特に透
明保護フィルム）が積層されていてもよい。保護フィルムは、偏光子の収縮および膨張防
止、温度、湿度、紫外線等による偏光子の劣化防止に寄与することから、本発明の光学積
層体においては、偏光子の少なくとも片面に、好ましくは両面に、保護フィルムが積層さ
れていることが好ましい。
【００３０】
　保護フィルムを構成する材料としては、透明性、機械的強度、熱安定性、および／また
は等方性等に優れるものが好ましい。例えば、ポリエチレンテレフタレートおよびポリエ
チレンナフタレート等のポリエステル系ポリマー、ジアセチルセルロースおよびトリアセ
チルセルロース等のセルロース系ポリマー、ポリメチルメタクリレート等のアクリル系ポ
リマー、ポリスチレンおよびアクリロニトリル・スチレン共重合体（ＡＳ樹脂）等のスチ
レン系ポリマー、ポリカーボネート系ポリマーが挙げられる。また、ポリエチレン、ポリ
プロピレン、およびエチレン・プロピレン共重合体等のポリオレフィン系ポリマー、シク
ロ系またはノルボルネン構造を有する環状オレフィン系ポリマー、塩化ビニル系ポリマー
、ナイロンおよび芳香族ポリアミド等のアミド系ポリマー、イミド系ポリマー、スルホン
系ポリマー、ポリエーテルスルホン系ポリマー、ポリエーテルエーテルケトン系ポリマー
、ポリフェニレンスルフィド系ポリマー、ビニルアルコール系ポリマー、塩化ビニリデン
系ポリマー、ビニルブチラール系ポリマー、アリレート系ポリマー、ポリオキシメチレン
系ポリマー、エポキシ系ポリマー、または前記ポリマーのブレンド物なども保護フィルム
を構成するポリマーの例として挙げられる。保護フィルムは、アクリル系、ウレタン系、
アクリルウレタン系、エポキシ系、シリコーン系等の熱硬化型または紫外線硬化型の樹脂
による硬化層として形成することもできる。中でもイソシアネート架橋剤との反応性を有
する水酸基を有するものが好ましく、特にセルロース系ポリマーが好ましい。
【００３１】
　保護フィルムの厚みは特に制限されるものではないが、一般には５００μｍ以下であり
、１～３００μｍであることが好ましく、５～２００μｍであることがより好ましく、１
０～１００μｍであることがさらに好ましい。また、保護フィルムは、光学補償機能を付
加させてもよい。
【００３２】
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　偏光子に隣接してない保護フィルムの面は表面処理層を有していてもよく、例えばハー
ドコート層、反射防止層、スティッキング防止層、アンチグレア層または拡散層等の光学
層を有していてもよい。これらの光学層は、後述する粘着剤からなる粘着剤層を介して保
護フィルムに貼合されていてもよい。
【００３３】
　ハードコート層は、偏光板表面の傷つき防止などを目的とするものであり、例えばアク
リル系、シリコーン系等の紫外線硬化型樹脂による硬度や滑り特性等に優れる硬化皮膜を
保護フィルムの表面に付加する方式などにて形成することができる。反射防止層は偏光板
表面での外光の反射防止を目的とするものであり、従来に準じた反射防止膜などの形成に
より達成することができる。また、スティッキング防止層は隣接層との密着防止を目的と
するものである。
【００３４】
　また、アンチグレア層は偏光板の表面で外光が反射して、偏光板透過光の視認を阻害す
ることの防止等を目的とするものであり、例えば、サンドブラスト方式またはエンボス加
工方式による粗面化方式または透明微粒子の配合方式などの方式により、保護フィルムの
表面に微細凹凸構造を付与することにより形成することができる。前記表面微細凹凸構造
の形成のために含有される微粒子としては、例えば平均粒径が０．５～５０μｍのシリカ
、アルミナ、チタニア、ジルコニア、酸化錫、酸化インジウム、酸化カドミウム、酸化ア
ンチモン等からなる導電性を有し得る無機系微粒子、架橋または未架橋のポリマー等から
なる有機系微粒子などの透明微粒子が挙げられる。表面微細凹凸構造を形成する場合、微
粒子の含有量は、表面微細凹凸構造を形成する透明樹脂１００質量部に対して、通常２～
５０質量部であり、５～２５質量部が好ましい。アンチグレア層は、偏光板透過光を拡散
して視角などを拡大するための拡散層（視角拡大機能など）を兼ねるものであってもよい
。
【００３５】
　なお、前記反射防止層、スティッキング防止層、拡散層およびアンチグレア層等は、保
護フィルムそのものに設けて一体化させることができるほか、別途光学層として保護フィ
ルムとは別体のものとして設けることもできる。これらの光学層は、後述する粘着剤から
なる粘着剤層を介して保護フィルムに貼合されていてもよい。
【００３６】
　本発明において、保護フィルムは、好ましくは２００ｇ／ｍ２・２４時間以上、より好
ましくは４００ｇ／ｍ２・２４時間以上、さらに好ましくは６００ｇ／ｍ２・２４時間以
上の透湿度を有する。保護フィルムの透湿度が上記下限値以上であると、本発明の光学積
層体の経時的な黄変をさらに抑制することができる。透湿度が上記下限値以上である保護
フィルムが、偏光子の少なくとも一方の側に存在することが好ましく、偏光子の両方の側
に存在することがより好ましい。保護フィルムの透湿度は、通常２０００ｇ／ｍ２・２４
時間以下である。なお、本発明において透湿度は、温度４０℃、湿度９０％ＲＨの条件下
において、ＪＩＳ　Ｚ０２０８：１９７６に従って測定することができる。
【００３７】
　偏光子と保護フィルムとは、接着剤層を介して接着されてもよい。接着剤層を構成する
接着剤としては、特に限定されるものではなく、種々の接着剤が挙げられる。接着剤とし
ては、活性エネルギー線硬化型接着剤、水系接着剤、有機溶剤系接着剤、および無溶剤系
接着剤を挙げることができる。なかでも、形成される接着剤層を薄くする観点から、活性
エネルギー線硬化型接着剤および水系接着剤が好ましい。また、光学積層体の経時的な黄
変をさらに抑制する観点から、活性エネルギー線硬化型接着剤から構成される層（以下、
「活性エネルギー線硬化型接着剤層」ともいう）がより好ましく、即ち、偏光板は、前記
偏光子の少なくとも片面に又は前記偏光子の両面に、活性エネルギー線硬化型接着剤層を
介して積層された保護フィルムを含むことが好ましい。偏光子の両面に保護フィルムを有
する場合、偏光子の一方の表面上に塗布される接着剤と偏光子の他方の表面上に塗布され
る接着剤とは同じであっても、異なっていてもよい。なお、偏光子と保護フィルムとは、
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接着剤層に代えて、後述する粘着剤からなる粘着剤層を介して貼合されていてもよい。
【００３８】
　活性エネルギー線硬化型接着剤とは、光等の活性エネルギー線を照射することで硬化す
る接着剤である。この場合、得られる硬化層が接着剤層となる。接着剤としては、カチオ
ン重合によって硬化するエポキシ系化合物を硬化性成分とする活性エネルギー線硬化型接
着剤、およびラジカル重合によって硬化する（メタ）アクリル酸系化合物を硬化性成分と
する活性エネルギー線硬化型接着剤等が挙げられる。
【００３９】
　好適に使用できるエポキシ系化合物の例は、芳香族ポリオールの芳香環に水素化反応を
行って得られる脂環式ポリオールに、エピクロロヒドリンを反応させることにより得られ
る水素化エポキシ系化合物（脂環式環を有するポリオールのグリシジルエーテル）；脂肪
族多価アルコールまたはそのアルキレンオキサイド付加物のポリグリシジルエーテル等の
脂肪族エポキシ系化合物；脂環式環に結合したエポキシ基を分子内に１個以上有するエポ
キシ系化合物である脂環式エポキシ系化合物を含む。
【００４０】
　活性エネルギー線硬化型接着剤は、硬化性成分としてラジカル重合性である（メタ）ア
クリル酸系化合物をさらに含有することもできる。（メタ）アクリル酸系化合物としては
、分子内に少なくとも１個の（メタ）アクリロイルオキシ基を有する（メタ）アクリレー
トモノマー；官能基含有化合物を２種以上反応させて得られ、分子内に少なくとも２個の
（メタ）アクリロイルオキシ基を有する（メタ）アクリレートオリゴマー等の（メタ）ア
クリロイルオキシ基含有化合物を挙げることができる。
【００４１】
　活性エネルギー線硬化型接着剤は、カチオン重合によって硬化するエポキシ系化合物を
硬化性成分として含む場合、光カチオン重合開始剤を含有することが好ましい。光カチオ
ン重合開始剤としては、例えば、芳香族ジアゾニウム塩；芳香族ヨードニウム塩および芳
香族スルホニウム塩等のオニウム塩；鉄－アレーン錯体などを挙げることができる。また
、活性エネルギー線硬化型接着剤が（メタ）アクリル酸系化合物等のラジカル重合性硬化
性成分を含有する場合は、光ラジカル重合開始剤を含有することが好ましい。光ラジカル
重合開始剤としては、例えば、アセトフェノン系開始剤、ベンゾフェノン系開始剤、ベン
ゾインエーテル系開始剤、チオキサントン系開始剤、キサントン、フルオレノン、カンフ
ァーキノン、ベンズアルデヒド、およびアントラキノンなどが挙げられる。
【００４２】
　活性エネルギー線硬化型接着剤は、必要に応じて、オキセタン、ポリオール等のカチオ
ン重合促進剤、光増感剤、イオントラップ剤、酸化防止剤、連鎖移動剤、粘着付与剤、熱
可塑性樹脂、充填剤、流動調整剤、可塑剤、消泡剤、帯電防止剤、レベリング剤、および
／または溶剤等の添加剤を含有することができる。
【００４３】
　活性エネルギー線硬化型接着剤を用いる場合には、活性エネルギー線を照射することに
よって活性エネルギー線硬化型接着剤を硬化させる。活性エネルギー線の光源は特に限定
されないが、波長４００ｎｍ以下に発光分布を有する活性エネルギー線が好ましく、具体
的には、低圧水銀灯、中圧水銀灯、高圧水銀灯、超高圧水銀灯、ケミカルランプ、ブラッ
クライトランプ、マイクロウェーブ励起水銀灯、およびメタルハライドランプなどが好ま
しい。
【００４４】
　活性エネルギー線硬化型接着剤への光照射強度は、活性エネルギー線硬化型接着剤の組
成によって適宜決定され、特に限定されないが、重合開始剤の活性化に有効な波長領域の
照射強度は好ましくは０．１～６０００ｍＷ／ｃｍ２、より好ましくは１０～１０００ｍ
Ｗ／ｃｍ２、さらに好ましくは２０～５００ｍＷ／ｃｍ２である。該照射強度が前記範囲
内であると、反応時間を確保でき、また、光源から輻射される熱および活性エネルギー線
硬化型接着剤の硬化時の発熱によるエポキシ樹脂の黄変や偏光子の劣化を抑えることがで
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きる。活性エネルギー線硬化型接着剤への光照射時間は、硬化させる活性エネルギー線硬
化型接着剤によって適宜選択すればよく、特に制限されるものではないが、上記照射強度
と照射時間との積として表される積算光量が好ましくは１０～１００００ｍＪ／ｍ２、よ
り好ましくは５０～１０００ｍＪ／ｍ２、さらに好ましくは８０～５００ｍＪ／ｍ２とな
るように設定される。活性エネルギー線硬化型接着剤への積算光量が前記範囲内であると
、重合開始剤由来の活性種を十分量発生させて、硬化反応をより確実に進行させることが
でき、また、照射時間が長くなりすぎず、良好な生産性を維持できる。
【００４５】
　なお、活性エネルギー線の照射によって活性エネルギー線硬化型接着剤を硬化させる場
合、例えば、偏光子の偏光度、透過率および色相、ならびに保護フィルムおよび光学層を
構成する各種フィルムの透明性といった偏光板の諸機能が低下しない条件で硬化を行なう
ことが好ましい。
【００４６】
　水系接着剤とは、接着剤成分を水もしくは水と親水性有機溶媒（例えばアルコール溶媒
、エーテル溶媒、エステル溶媒等）との混合溶媒に溶解したもの、または接着剤成分を水
に分散させたものである。接着剤成分として、例えばポリビニルアルコール系樹脂または
ウレタン樹脂を含む接着剤が挙げられる。なお、有機溶剤系接着剤とは、水系接着剤にお
いて水または水と親水性有機溶媒との混合溶媒に代えて有機溶媒を用いたものである。
【００４７】
　水系接着剤としては、例えばポリビニルアルコール系樹脂接着剤、および水系二液型ウ
レタン系エマルジョン接着剤などを挙げることができる。また、有機溶剤系接着剤として
は、例えば二液型のウレタン系接着剤などを挙げることができる。一方、無溶剤系接着剤
としては、例えば一液型ウレタン系接着剤などを挙げることができる。
【００４８】
　接着剤が接着剤成分としてポリビニルアルコール系樹脂を含む場合、ポリビニルアルコ
ール系樹脂は、部分ケン化ポリビニルアルコール、完全ケン化ポリビニルアルコールの他
、カルボキシル基変性ポリビニルアルコール、アセトアセチル基変性ポリビニルアルコー
ル、メチロール基変性ポリビニルアルコール、アミノ基変性ポリビニルアルコールなどの
変性されたポリビニルアルコール系樹脂であってもよい。通常、ポリビニルアルコール系
樹脂を接着剤成分とする接着剤は、ポリビニルアルコール系樹脂の水溶液として調製され
る。接着剤中のポリビニルアルコール系樹脂の濃度は、水１００質量部に対して、通常１
～１０質量部、好ましくは１～５質量部である。
【００４９】
　ポリビニルアルコール系樹脂を接着剤成分とする接着剤は、接着性を向上させるために
、グリオキザール、水溶性エポキシ樹脂などの硬化性成分および／または架橋剤を含むこ
とが好ましい。水溶性エポキシ樹脂としては、例えばジエチレントリアミン、トリエチレ
ンテトラミンなどのポリアルキレンポリアミンと、アジピン酸などのジカルボン酸との反
応で得られるポリアミドアミンに、エピクロロヒドリンを反応させて得られるポリアミド
ポリアミンエポキシ樹脂を好適に用いることができる。かかるポリアミドポリアミンエポ
キシ樹脂の市販品としては、「スミレーズレジン６５０」（田岡化学工業（株）製）、「
スミレーズレジン６７５」（田岡化学工業（株）製）、「ＷＳ－５２５」（日本ＰＭＣ（
株）製）などが挙げられる。これら硬化性成分および／または架橋剤の添加量（共に添加
する場合にはその合計量）は、ポリビニルアルコール系樹脂１００質量部に対して、通常
１～１００質量部、好ましくは１～５０質量部である。上記硬化性成分および／または架
橋剤の添加量が前記範囲内であると、接着性が向上し、良好な接着性を示す接着剤層を形
成することができる。
【００５０】
　また、接着剤成分としてウレタン樹脂を含む場合、ポリエステル系アイオノマー型ウレ
タン樹脂とグリシジルオキシ基を有する化合物との混合物を用いることが好ましい。ここ
で、ポリエステル系アイオノマー型ウレタン樹脂とは、ポリエステル骨格を有するウレタ
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ン樹脂であって、その骨格内に少量のイオン性成分（親水成分）が導入されたものである
。かかるアイオノマー型ウレタン樹脂は、乳化剤を使用せずに直接、水中で乳化してエマ
ルジョンとなるため、水系の接着剤として好適である。ポリエステル系アイオノマー型ウ
レタン樹脂それ自体は公知であり、例えば特開平７－９７５０４号公報には、フェノール
系樹脂を水性媒体中に分散させるための高分子分散剤の例として記載されており、また特
開２００５－７０１４０号公報および特開２００５－２０８４５６号公報には、ポリエス
テル系アイオノマー型ウレタン樹脂とグリシジルオキシ基を有する化合物との混合物を接
着剤として、ポリビニルアルコール系樹脂からなる偏光子に環状オレフィン系樹脂フィル
ムを貼合する形態が示されている。
【００５１】
　また接着剤成分として水溶性キレート化合物を含んでいてもよい。接着剤組成物に含ま
れる水溶性キレート化合物は、接着剤層とポリビニルアルコール系偏光子及びセルロース
系フィルム、オレフィン系フィルムなどの保護フィルムとの間の架橋度を上昇させて接着
力及び耐水性を向上させることができる。水溶性キレート化合物としては塩化亜鉛、塩化
コバルト、塩化マグネシウム、酢酸マグネシウム、硝酸アルミニウム、硝酸亜鉛、硫酸亜
鉛などを添加することができる。特に耐久性向上の観点から塩化亜鉛、硝酸亜鉛が好まし
い。
【００５２】
　偏光子および／またはこれに貼合される保護フィルムへの接着剤の塗布は、公知の方法
で行うことができ、例えば、流延法、マイヤーバーコート法、グラビアコート法、カンマ
コーター法、ドクターブレード法、ダイコート法、ディップコート法、噴霧法等を用いる
ことができる。流延法とは、被塗布物であるフィルムを、概ね垂直方向、概ね水平方向、
または両者の間の斜め方向に移動させながら、その表面に接着剤を流下して拡布させる方
法である。接着剤を塗布した後、偏光子およびこれに貼合される保護フィルムを重ね合わ
せ、ニップロールなどにより挟んでフィルムの貼合を行なう。ニップロールを用いたフィ
ルムの貼合は、例えば、接着剤を塗布した後、ロールなどで加圧して均一に押し広げる方
法、接着剤を塗布した後、ロールとロールとの間に通し、加圧して押し広げる方法などを
採用することができる。この場合、使用するロールの材質は金属またはゴムなどであって
よい。また、複数のロール間にフィルムを通し、押し広げる場合、複数のロールは同じ材
質であってもよく、異なる材質であってもよい。
【００５３】
　上記貼合後、乾燥して接着剤を硬化させることにより、偏光子、接着剤層および保護フ
ィルムを含んでなる偏光板を得ることができる。この乾燥処理は、例えば熱風を吹き付け
ることにより行なわれ、その温度は、溶媒の種類によるが、通常３０～２００℃、好まし
くは３５～１５０℃、より好ましくは４０～１００℃、さらに好ましくは６０～１００℃
の範囲内である。また、乾燥時間は通常２０～１２００秒である。
【００５４】
　乾燥後、室温以上の温度で少なくとも半日、好ましくは数日間以上の養生を接着剤層に
施して十分な接着強度を得てもよい。養生温度は好ましくは３０～５０℃の範囲であり、
より好ましくは３５～４５℃の範囲である。養生温度が前記範囲内であると、ロール巻き
状態における、いわゆる「巻き締まり」が生じ難くなる。なお、養生時の湿度は特に制限
されず、相対湿度が０～７０％ＲＨの範囲にあればよい。養生時間は、通常半日～２０日
、好ましくは１～１０日、より好ましくは２～７日である。
【００５５】
　なお、偏光子と保護フィルムとの接着面には、接着性向上のため、プラズマ処理、コロ
ナ処理、紫外線照射処理、フレーム（火炎）処理、ケン化処理などの表面処理を適宜施し
てもよい。ケン化処理としては、水酸化ナトリウムまたは水酸化カリウム等のアルカリの
水溶液に浸漬する方法が挙げられる。
【００５６】
　接着剤層の厚みは、通常０．００１～１０μｍ、好ましくは０．０１～５μｍ、より好
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ましくは０．０１～２μｍ、さらに好ましくは０．０２～１μｍである。接着剤層の厚み
が前記範囲内にあると、十分な接着性を確保でき、また、外観的にも好ましく、さらに偏
光板の薄膜化に寄与できるため、本発明の光学積層体に好適である。
【００５７】
　本発明の光学積層体において、偏光板は、必要に応じて、さらに、位相差フィルム、視
角補償フィルム、輝度向上フィルム、防眩フィルム、反射防止フィルム、および／または
集光フィルム等の光学フィルムまたは光学層を積層していてもよい。これらの光学フィル
ムおよび光学層は、後述する粘着剤からなる粘着剤層を介して偏光板に貼合されていても
よい。
【００５８】
　位相差フィルムは光学異方性を示す光学フィルムであり、位相差フィルムとしては、高
分子素材を一軸または二軸延伸処理してなる複屈折性フィルム、液晶ポリマーの配向フィ
ルム、液晶ポリマーの配向層をフィルムにて支持したものなどが挙げられる。延伸処理は
、例えばロール延伸法、長間隙沿延伸法、テンター延伸法、チューブラー延伸法などによ
り行うことができる。延伸倍率は、一軸延伸の場合には１．１～３倍が一般的である。位
相差フィルムの厚みは特に制限されるものではないが、一般的には１０～２００μｍ、好
ましくは２０～１００μｍである。
【００５９】
　高分子素材としては、例えば、ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール、ポリメ
チルビニルエーテル、ポリヒドロキシエチルアクリレート、ヒドロキシエチルセルロース
、ヒドロキシプロピルセルロース、メチルセルロース、ポリカーボネート、ポリアリレー
ト、ポリスルホン、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリエー
テルスルホン、ポリフェニレンスルファイド、ポリフェニレンオキサイド、ポリアリルス
ルホン、ポリビニルアルコール、ポリアミド、ポリイミド、ポリオレフィン、ノルボルネ
ン構造を有するポリオレフィン、ポリ塩化ビニル、セルロース系重合体、またはこれらの
二元系、三元系各種共重合体、グラフト共重合体、ブレンド物などが挙げられる。これら
高分子素材は延伸等により配向物（延伸フィルム）となる。
【００６０】
　液晶ポリマーとしては、例えば、液晶配向性を付与する共役性の直線状原子団（メソゲ
ン）がポリマーの主鎖や側鎖に導入された主鎖型や側鎖型の種々のポリマーが挙げられる
。主鎖型の液晶ポリマーの具体例としては、屈曲性を付与するスペーサ部でメソゲン基を
結合した構造の、例えばネマチック配向性のポリエステル系液晶ポリマー、ディスコティ
ックポリマーやコレステリックポリマーなどが挙げられる。側鎖型の液晶ポリマーの具体
例としては、ポリシロキサン、ポリアクリレート、ポリメタクリレートまたはポリマロネ
ートを主鎖骨格とし、側鎖として共役性の原子団からなるスペーサ部を介してネマチック
配向付与性のパラ置換環状化合物単位からなるメソゲン部を有するものなどが挙げられる
。これら液晶ポリマーは、例えば、ガラス板上に形成したポリイミドやポリビニルアルコ
ール等の薄膜の表面をラビング処理したもの、酸化ケイ素を斜方蒸着したものなどの配向
処理面上に液晶ポリマーの溶液を展開して熱処理することにより行われる。
【００６１】
　位相差フィルムは、例えば各種波長板や液晶層の複屈折による着色や視角等の補償を目
的としたものなどの使用目的に応じた位相差を有するものであってよく、２種以上の位相
差フィルムを積層して位相差等の光学特性を制御したものなどであってもよい。
【００６２】
　視角補償フィルムは、液晶表示装置の画面を、画面に対してやや斜めの方向から見た場
合であっても、画像が比較的鮮明に見えるように視野角を広げるためのフィルムである。
このような視角補償フィルムとしては、例えば位相差フィルム、液晶ポリマー等の配向フ
ィルムや透明基材上に液晶ポリマー等の配向層を支持したものなどがある。通常の位相差
フィルムは、その面方向に一軸延伸された複屈折を有するポリマーフィルムが用いられる
のに対し、視角補償フィルムとして用いられる位相差フィルムには、面方向に二軸に延伸
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された複屈折を有するポリマーフィルム、面方向に一軸に延伸され、厚み方向にも延伸さ
れた、厚み方向の屈折率を制御した複屈折を有するポリマーや傾斜配向フィルムのような
二方向延伸フィルム等が用いられる。傾斜配向フィルムとしては、例えばポリマーフィル
ムに熱収縮フィルムを接着して、加熱によるその収縮力の作用下にポリマーフィルムを延
伸処理または／および収縮処理したものや、液晶ポリマーを斜め配向させたものなどが挙
げられる。位相差フィルムの素材原料ポリマーとしては、先の位相差フィルムで説明した
ポリマーと同様のものが用いられ、液晶セルによる位相差に基づく視野角の変化による着
色等の防止や良視認の視野角の拡大などを目的としたものを適宜選択して用いることがで
きる。
【００６３】
　また、良視認の広い視野角を達成する観点から、液晶ポリマーの配向層、特にディスコ
ティックポリマーの傾斜配向層からなる光学的異方性層をトリアセチルセルロースフィル
ムにて支持した視角補償フィルムが好適に用いられる。
【００６４】
＜粘着剤層＞
　本発明において、第一粘着剤層および第二粘着剤層は、偏光板の表面上にそれぞれ積層
して配置される。第一粘着剤層および第二粘着剤層は、粘着剤から構成されるものである
。第一粘着剤層および第二粘着剤層を構成する粘着剤は、同一であっても異なっていても
よい。
【００６５】
　本発明においては、粘着剤は樹脂を含んでなる。粘着剤に含まれる樹脂の種類は特に限
定されるものではなく、例えば（メタ）アクリル樹脂、シリコーン樹脂、ウレタン樹脂、
およびゴムなどを挙げることができる。粘着剤は単独または複数の樹脂を含んでもよい。
樹脂に導入する単量体の種類を選択することにより粘着剤に容易に機能性を付与できると
いう点で、前記樹脂として（メタ）アクリル樹脂（Ａ）を採用することが好適である。（
メタ）アクリル樹脂（Ａ）としては、例えば下記式（Ｉ）で示される（メタ）アクリル酸
エステル（以下、「単量体（Ｉ）」とも称する）に由来する構造単位を主成分とする重合
体が挙げられる。なお、本発明において、「単量体（Ｉ）に由来する構造単位を主成分と
する重合体」とは、単量体（Ｉ）に由来する構造単位を、重合体を構成する全構造単位に
対して、好ましくは４０質量％以上、より好ましくは６０質量％以上、例えば８０質量％
以上含有することを意味する。この場合、単量体（Ｉ）に由来する構造単位を、重合体を
構成する全構造単位に対して、通常１００質量％以下、好ましくは９０質量％以下含有す
る。
【００６６】
【化１】

【００６７】
　式（Ｉ）中、Ｒ１は水素原子またはメチル基であり、Ｒ２は、通常炭素数１４以下、好
ましくは１０以下であって、通常１以上のアルキル基またはアラルキル基である。
【００６８】
　本発明の一実施態様において、（メタ）アクリル樹脂（Ａ）は、（メタ）アクリル酸エ
ステル（単量体（Ｉ））に由来する構造単位に加えて、さらに他の構造単位、特に極性官
能基を有する単量体に由来する構造単位、好ましくは極性官能基を有する（メタ）アクリ
ル酸系化合物に由来する構造単位を含有してもよい。極性官能基としては、カルボキシル
基、水酸基、アミノ基、およびエポキシ環をはじめとする複素環基などを挙げることがで
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きる。極性官能基を有する（メタ）アクリル酸系化合物としては、例えば（メタ）アクリ
ル酸、アクリル酸２－（ジメチルアミノ）エチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエ
チル、およびアクリル酸グリシジル等が挙げられる。さらには、（メタ）アクリル樹脂（
Ａ）は、単量体（Ｉ）以外の極性官能基を有しない単量体に由来する構造単位を含んでも
よい。好適に用いられ得る構造単位（単量体）として、分子内に１個のオレフィン性二重
結合と少なくとも１個の芳香環とを有する単量体に由来する構造単位、好ましくは芳香環
を有する（メタ）アクリル酸系化合物に由来する構造単位を挙げることができる。なお本
明細書において、（メタ）アクリル酸とは、アクリル酸またはメタクリル酸のいずれでも
よいことを意味し、他に、（メタ）アクリレートなどというときの「（メタ）」も同様の
趣旨である。
【００６９】
　単量体（Ｉ）のうち、Ｒ２がアルキル基であるものとしてより具体的には、アクリル酸
メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸ｎ
－オクチル、およびアクリル酸ラウリル等の、直鎖状のアクリル酸アルキルエステル；ア
クリル酸イソブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、およびアクリル酸イソオクチル等
の、分枝状のアクリル酸アルキルエステル；メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル、
メタクリル酸プロピル、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸ｎ－オクチル、およびメ
タクリル酸ラウリル等の、直鎖状のメタクリル酸アルキルエステル；ならびに、メタクリ
ル酸イソブチル、メタクリル酸２－エチルヘキシル、およびメタクリル酸イソオクチル等
の、分枝状のメタクリル酸アルキルエステルが例示される。
【００７０】
　これらのなかでもアクリル酸ｎ－ブチルが好ましく、具体的には、（メタ）アクリル樹
脂（Ａ）を構成する全構造単位（単量体）のうち、アクリル酸ｎ－ブチルが５０質量％以
上となり、かつ前記した単量体（Ｉ）に関する規定を満たすことが好ましい。
【００７１】
　単量体（Ｉ）のうち、Ｒ２がアラルキル基であるものとして、具体的にはアクリル酸ベ
ンジルやメタクリル酸ベンジルなどが例示される。
【００７２】
　これらの単量体（Ｉ）は、それぞれ単独または組み合わせて用いることができる。
【００７３】
　前記式（Ｉ）におけるＲ２を構成するアルキル基またはアラルキル基は、その水素原子
が基－Ｏ－(Ｃ２Ｈ４Ｏ)ｎ－Ｒ３で置換されているものであってもよい。
【００７４】
　前記式（Ｉ）におけるＲ２を構成するアルキル基またはアラルキル基の水素原子が基－
Ｏ－(Ｃ２Ｈ４Ｏ)ｎ－Ｒ３で置換されている場合、ｎは０または１～４の整数が好ましく
、０、１または２であることがより好ましい。また、Ｒ３は炭素数１２以下のアルキル基
またはアリール基であり、アルキル基の炭素数が３以上であれば、直鎖でも分岐していて
もよい。Ｒ３を構成するアリール基の例を挙げると、フェニルやナフチルのほか、トリル
やキシリル、エチルフェニルなどを包含する核アルキル置換フェニル、ビフェニリル（ま
たはフェニルフェニル）などがある。Ｒ３は、特にこれらのアリール基であることが好ま
しい。
【００７５】
　式（Ｉ）におけるＲ２がアルキル基またはアラルキル基であり、かつＲ２のアルキル基
またはアラルキル基の水素原子が基－Ｏ－(Ｃ2Ｈ4Ｏ)n－Ｒ３で置換されている（メタ）
アクリル酸エステルとして、具体的には、アクリル酸２－メトキシエチル、アクリル酸エ
トキシメチル、アクリル酸２－フェノキシエチル、アクリル酸２－（２－フェノキシエト
キシ）エチル、およびアクリル酸２－（ｏ－フェニルフェノキシ）エチル等の、アクリル
酸のアルコキシアルキル－、アリールオキシアルキル－またはアリールオキシエトキシア
ルキル－エステル；メタクリル酸２－メトキシエチル、メタクリル酸エトキシメチル、メ
タクリル酸２－フェノキシエチル、メタクリル酸２－（２－フェノキシエトキシ）エチル
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、およびメタクリル酸２－（ｏ－フェニルフェノキシ）エチル等の、メタクリル酸のアル
コキシアルキル－、アリールオキシアルキル－またはアリールオキシエトキシアルキル－
エステルなどが例示される。
【００７６】
　本発明における（メタ）アクリル樹脂（Ａ）は、単量体（Ｉ）以外の極性官能基を有し
ない単量体に由来する構造単位を含有してもよい。単量体（Ｉ）以外の極性官能基を有し
ない単量体としては、分子内に脂環式構造を有する（メタ）アクリル酸エステル単量体、
スチレン系単量体、ビニル系単量体、（メタ）アクリルアミド誘導体、および分子内に複
数の（メタ）アクリロイル基を有する単量体などが挙げられる。
【００７７】
　分子内に脂環式構造を有する（メタ）アクリル酸エステル単量体について説明する。脂
環式構造とは、炭素数が、通常５以上、好ましくは５～７程度のシクロパラフィン構造で
ある。脂環式構造を有するアクリル酸エステル単量体の具体例を挙げると、アクリル酸イ
ソボルニル、アクリル酸シクロヘキシル、アクリル酸ジシクロペンタニル、アクリル酸シ
クロドデシル、アクリル酸メチルシクロヘキシル、アクリル酸トリメチルシクロヘキシル
、アクリル酸ｔｅｒｔ－ブチルシクロヘキシル、α－エトキシアクリル酸シクロヘキシル
、アクリル酸シクロヘキシルフェニルなどがある。また、脂環式構造を有するメタクリル
酸エステル単量体の具体例を挙げると、メタクリル酸イソボルニル、メタクリル酸シクロ
ヘキシル、メタクリル酸ジシクロペンタニル、メタクリル酸シクロドデシル、メタクリル
酸メチルシクロヘキシル、メタクリル酸トリメチルシクロヘキシル、メタクリル酸ｔｅｒ
ｔ－ブチルシクロヘキシル、メタクリル酸シクロヘキシルフェニルなどがある。
【００７８】
　スチレン系単量体の例を挙げると、スチレンのほか、メチルスチレン、ジメチルスチレ
ン、トリメチルスチレン、エチルスチレン、ジエチルスチレン、トリエチルスチレン、プ
ロピルスチレン、ブチルスチレン、ヘキシルスチレン、ヘプチルスチレン、およびオクチ
ルスチレン等のアルキルスチレン；フロロスチレン、クロロスチレン、ブロモスチレン、
ジブロモスチレン、およびヨードスチレン等のハロゲン化スチレン；さらに、ニトロスチ
レン、アセチルスチレン、メトキシスチレン、ジビニルベンゼンなどがある。
【００７９】
　ビニル系単量体の例を挙げると、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、酪酸ビニル、２－
エチルヘキサン酸ビニル、およびラウリン酸ビニル等の脂肪酸ビニルエステル；塩化ビニ
ルや臭化ビニル等のハロゲン化ビニル；塩化ビニリデン等のハロゲン化ビニリデン；ビニ
ルピリジン、ビニルピロリドン、およびビニルカルバゾール等の含窒素芳香族ビニル；ブ
タジエン、イソプレン、およびクロロプレン等の共役ジエン単量体；さらには、アクリロ
ニトリル、メタクリロニトリルなどがある。
【００８０】
　（メタ）アクリルアミド誘導体の例を挙げると、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミ
ド、Ｎ－（２－ヒドロキシエチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（３－ヒドロキシプロ
ピル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（４－ヒドロキシブチル）（メタ）アクリルアミド
、Ｎ－（５－ヒドロキシペンチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（６－ヒドロキシヘキ
シル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（メトキシメチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－
（エトキシメチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（プロポキシメチル）（メタ）アクリ
ルアミド、Ｎ－（ブトキシメチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）
アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロピル（メタ）
アクリルアミド、Ｎ－（３－ジメチルアミノプロピル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－（
１，１－ジメチル－３－オキソブチル）（メタ）アクリルアミド、Ｎ－〔２－（２－オキ
ソ－１－イミダゾリジニル）エチル〕（メタ）アクリルアミド、２－アクリロイルアミノ
－２－メチル－１－プロパンスルホン酸などがある。
【００８１】
　分子内に複数の（メタ）アクリロイル基を有する単量体の例を挙げると、１，４－ブタ
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ンジオールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート
、１，９－ノナンジオールジ（メタ）アクリレート、エチレングリコールジ（メタ）アク
リレート、ジエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラエチレングリコールジ
（メタ）アクリレート、およびトリプロピレングリコールジ（メタ）アクリレート等の、
分子内に２個の（メタ）アクリロイル基を有する単量体；トリメチロールプロパントリ（
メタ）アクリレート等の、分子内に３個の（メタ）アクリロイル基を有する単量体などが
ある。
【００８２】
　（メタ）アクリル樹脂（Ａ）を構成する単量体は、上記式（Ｉ）で示される（メタ）ア
クリル酸エステル、ならびに必要に応じて極性官能基を有する単量体および／または単量
体（Ｉ）以外の極性官能基を有しない単量体を、それぞれ２種類以上含むものであっても
よい。
【００８３】
　粘着剤に含有される樹脂のゲルパーミエイションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）による
標準ポリスチレン換算の重量平均分子量Ｍｗについても特に限定されるものではないが、
Ｍｗが５０万～２００万の範囲にあるものが好ましく、５０万～１８０万の範囲にあるも
のがより好ましい。標準ポリスチレン換算の重量平均分子量が５０万以上であると、高温
高湿下での接着性が向上し、透明板または画像表示セルと粘着剤層との間に浮きや剥がれ
の発生する可能性が低くなる傾向にあり、しかもリワーク性も向上する傾向にある。また
、この重量平均分子量が２００万以下であると、その粘着剤層に貼合される保護フィルム
の寸法が変化しても、その寸法変化に粘着剤層が追随して変動するので、液晶セルの周縁
部の明るさと中心部の明るさとの間に差がなくなり、白ヌケや色ムラが抑制される傾向に
あることから好ましい。重量平均分子量Ｍｗと数平均分子量Ｍｎとの比Ｍｗ／Ｍｎで表さ
れる分子量分布は、特に限定されないが、例えば、３～１５程度の範囲にあることが好ま
しい。
【００８４】
　粘着剤に含有される樹脂は、例えば、溶液重合法、乳化重合法、塊状重合法、懸濁重合
法など、公知の各種方法によって製造することができる。樹脂の製造においては重合開始
剤を用いてもよくその添加量は樹脂の製造に用いられる全ての単量体の合計１００質量部
に対して、０.００１～５質量部程度使用される。
【００８５】
　重合開始剤としては、熱重合開始剤や光重合開始剤などが用いられる。光重合開始剤と
して、例えば、４－（２－ヒドロキシエトキシ）フェニル（２－ヒドロキシ－２－プロピ
ル）ケトンなどを挙げることができる。熱重合開始剤として、例えば、２，２’－アゾビ
スイソブチロニトリル、２，２’－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）、１，１’－
アゾビス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２’－アゾビス（２，４－ジメ
チルバレロニトリル）、２，２’－アゾビス（２，４－ジメチル－４－メトキシバレロニ
トリル）、ジメチル－２，２’－アゾビス（２－メチルプロピオネート）、および２，２
’－アゾビス（２－ヒドロキシメチルプロピオニトリル）等のアゾ系化合物；ラウリルパ
ーオキサイド、ｔｅｒｔ－ブチルハイドロパーオキサイド、過酸化ベンゾイル、ｔｅｒｔ
－ブチルパーオキシベンゾエート、クメンハイドロパーオキサイド、ジイソプロピルパー
オキシジカーボネート、ジプロピルパーオキシジカーボネート、ｔｅｒｔ－ブチルパーオ
キシネオデカノエート、ｔｅｒｔ－ブチルパーオキシピバレート、および（３，５，５－
トリメチルヘキサノイル）パーオキサイド等の有機過酸化物；過硫酸カリウム、過硫酸ア
ンモニウム、および過酸化水素等の無機過酸化物などを挙げることができる。また、過酸
化物と還元剤を併用したレドックス系開始剤なども、重合開始剤として使用し得る。
【００８６】
　（メタ）アクリル樹脂（Ａ）の製造方法としては、上に示した方法の中でも、溶液重合
法が好ましい。溶液重合法の具体例を挙げて説明すると、所望の単量体および有機溶媒を
混合し、窒素雰囲気下にて、熱重合開始剤を添加して、４０～９０℃程度、好ましくは５
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０～８０℃程度にて３～１５時間程度攪拌する方法を挙げることができる。また、反応を
制御するために、単量体や熱重合開始剤を重合中に連続的または間歇的に添加したり、有
機溶媒に溶解した状態で添加したりしてもよい。ここで、有機溶媒としては、例えば、ト
ルエンやキシレン等の芳香族炭化水素類；酢酸エチルや酢酸ブチル等のエステル類；プロ
ピルアルコールやイソプロピルアルコール等の脂肪族アルコール類；アセトン、メチルエ
チルケトン、およびメチルイソブチルケトン等のケトン類などを用いることができる。
【００８７】
　本発明において粘着剤層を構成する粘着剤は、上記樹脂の他に、他の添加剤を含有して
もよい。他の添加剤としては、例えば、架橋剤、シラン系化合物、架橋触媒、耐候安定剤
、タッキファイヤー、可塑剤、軟化剤、染料、顔料、無機フィラー、有機酸、帯電防止剤
、および有機酸金属塩などが挙げられる。
【００８８】
　さらに、この粘着剤に活性エネルギー線（例えば紫外線）硬化型化合物を配合し、粘着
剤層の形成後に紫外線を照射して硬化させ、より硬い粘着剤層とするのも有用である。
【００８９】
　粘着剤に含まれ得る架橋剤は、粘着剤に含まれる樹脂を架橋し得る官能基を分子内に少
なくとも２個有する化合物である。具体的には、イソシアネート系化合物、エポキシ系化
合物、金属キレート系化合物、およびアジリジン系化合物などが例示される。
【００９０】
　イソシアネート系化合物は、分子内に少なくとも２個のイソシアナト基（－ＮＣＯ）を
有する化合物であり、例えば、トリレンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネ
ート、イソホロンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、水添キシリレンジイ
ソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、水添ジフェニルメタンジイソシアネ
ート、ナフタレンジイソシアネート、トリフェニルメタントリイソシアネートなどが挙げ
られる。また、これらのイソシアネート系化合物に、グリセロールやトリメチロールプロ
パン等のポリオールを反応せしめたアダクト体や、イソシアネート系化合物を二量体、三
量体等にしたものも、粘着剤に用いられる架橋剤となり得る。２種以上のイソシアネート
系化合物を混合して用いることもできる。
【００９１】
　エポキシ系化合物は、分子内に少なくとも２個のエポキシ基を有する化合物であり、例
えば、ビスフェノールＡ型のエポキシ樹脂、エチレングリコールジグリシジルエーテル、
ポリエチレングリコールジグリシジルエーテル、グリセリンジグリシジルエーテル、グリ
セリントリグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、トリ
メチロールプロパントリグリシジルエーテル、Ｎ，Ｎ－ジグリシジルアニリン、Ｎ，Ｎ，
Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル－ｍ－キシレンジアミンなどが挙げられる。２種以上のエ
ポキシ系化合物を混合して用いることもできる。
【００９２】
　金属キレート系化合物としては、例えば、アルミニウム、鉄、銅、亜鉛、スズ、チタン
、ニッケル、アンチモン、マグネシウム、バナジウム、クロムおよびジルコニウム等の多
価金属に、アセチルアセトンおよびアセト酢酸エチルが配位した化合物などが挙げられる
。
【００９３】
　アジリジン系化合物は、エチレンイミンとも呼ばれる１個の窒素原子と２個の炭素原子
からなる３員環の骨格を分子内に少なくとも２個有する化合物であり、例えば、ジフェニ
ルメタン－４，４’－ビス（１－アジリジンカルボキサミド）、トルエン－２，４－ビス
（１－アジリジンカルボキサミド）、トリエチレンメラミン、イソフタロイルビス－１－
（２－メチルアジリジン）、トリス－１－アジリジニルホスフィンオキサイド、ヘキサメ
チレン－１，６－ビス（１－アジリジンカルボキサミド）、トリメチロールプロパン　ト
リス－β－アジリジニルプロピオネート、テトラメチロールメタン　トリス－β－アジリ
ジニルプロピオネートなどが挙げられる。
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【００９４】
　これらの架橋剤の中でも、イソシアネート系化合物、とりわけ、トリレンジイソシアネ
ートをポリオールに反応せしめたアダクト体、トリレンジイソシアネートの二量体、トリ
レンジイソシアネートの三量体、ヘキサメチレンジイソシアネートをポリオールに反応せ
しめたアダクト体、ヘキサメチレンジイソシアネートの二量体、ヘキサメチレンジイソシ
アネートの三量体、キシレンジイソシアネートをポリオールに反応せしめたアダクト体、
水添キシリレンジイソシアネートをポリオールに反応せしめたアダクト体、イソホロンジ
イソシアネート、および／またはイソホロンジイソシアネートをポリオールに反応せしめ
たアダクト体にしたもの、これらのイソシアネート系化合物の混合物などが、好ましく用
いられる。
【００９５】
　粘着剤における上記架橋剤の含有量は、粘着剤に含まれる樹脂１００質量部に対して、
通常０.０１～５質量部程度であり、好ましくは０.０３～２質量部、さらに好ましくは０
.１～１．５質量部である。
【００９６】
　粘着剤を介して本発明の光学積層体を透明板（例えばガラス板）に貼合させる場合に、
ガラス基板との密着性を向上させる観点から、本発明における粘着剤はシラン系化合物を
含有することが好ましい。とりわけ、架橋剤を配合する前の樹脂にシラン系化合物を含有
させることが好ましい。
【００９７】
　シラン系化合物としては、例えば、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシ
ラン、ビニルトリス（２－メトキシエトキシ）シラン、３－グリシドキシプロピルトリメ
トキシシラン、３－グリシドキシプロピルメチルジメトキシシラン、２－（３，４－エポ
キシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン、３－クロロプロピルメチルジメトキシ
シラン、３－クロロプロピルトリメトキシシラン、３－メタクリロイルオキシプロピルト
リメトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロ
ピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン、３－グリシド
キシプロピルジメトキシメチルシラン、３－グリシドキシプロピルエトキシジメチルシラ
ンなどが挙げられる。２種以上のシラン系化合物を使用してもよい。
【００９８】
　シラン系化合物は、シリコーンオリゴマータイプのものであってもよい。シリコーンオ
リゴマーを（モノマー）－（モノマー）コポリマーの形式で示すと、例えば、次のような
ものを挙げることができる。
【００９９】
　３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、３－
メルカプトプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、３－メルカ
プトプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、および３－メルカ
プトプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー等の、メルカプトプ
ロピル基含有のコポリマー；
【０１００】
　メルカプトメチルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、メルカプト
メチルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、メルカプトメチルトリエ
トキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、およびメルカプトメチルトリエトキシ
シラン－テトラエトキシシランコポリマー等の、メルカプトメチル基含有のコポリマー；
　
【０１０１】
　３－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリ
マー、３－メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコ
ポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシラ
ンコポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシ
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シランコポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラ
メトキシシランコポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン
－テトラエトキシシランコポリマー、３－メタクリロイルオキシプロピルメチルジエトキ
シシラン－テトラメトキシシランコポリマー、および３－メタクリロイルオキシプロピル
メチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー等の、メタクリロイルオキシ
プロピル基含有のコポリマー；
【０１０２】
　３－アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマ
ー、３－アクリロイルオキシプロピルトリメトキシシラン－テトラエトキシシランコポリ
マー、３－アクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラメトキシシランコポ
リマー、３－アクリロイルオキシプロピルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコ
ポリマー、３－アクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラメトキシシ
ランコポリマー、３－アクリロイルオキシプロピルメチルジメトキシシラン－テトラエト
キシシランコポリマー、３－アクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシシラン－テト
ラメトキシシランコポリマー、および３－アクリロイルオキシプロピルメチルジエトキシ
シラン－テトラエトキシシランコポリマー等の、アクリロイルオキシプロピル基含有のコ
ポリマー；
【０１０３】
　ビニルトリメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、ビニルトリメトキシシ
ラン－テトラエトキシシランコポリマー、ビニルトリエトキシシラン－テトラメトキシシ
ランコポリマー、ビニルトリエトキシシラン－テトラエトキシシランコポリマー、ビニル
メチルジメトキシシラン－テトラメトキシシランコポリマー、ビニルメチルジメトキシシ
ラン－テトラエトキシシランコポリマー、ビニルメチルジエトキシシラン－テトラメトキ
シシランコポリマー、およびビニルメチルジエトキシシラン－テトラエトキシシランコポ
リマー等の、ビニル基含有のコポリマーなど。
【０１０４】
　これらのシラン系化合物は、多くの場合、液体である。粘着剤におけるシラン系化合物
の含有量は、粘着剤に含まれる樹脂１００質量部に対して、通常０.０１～１０質量部程
度であり、好ましくは０.０３～２質量部、さらに好ましくは０.０３～１質量部である。
【０１０５】
　第一粘着剤層の厚みおよび第二粘着剤層の厚みは、互いに同一であっても異なっていて
もよい。第一粘着剤層の厚みおよび第二粘着剤層の厚みは、先に説明したように、偏光子
の厚み（Ｔ２）との関係において、光学積層体中の全ての粘着剤層の総厚みＴ１とＴ２と
の比率（Ｔ２／Ｔ１）が０．６以下となる限り、それぞれ独立に、適宜決定すればよい。
【０１０６】
　一実施形態において、本発明の光学積層体は、第一粘着剤層を介して後述する画像表示
セルに貼合されてもよく、第二粘着剤層を介して後述する透明板に貼合されてもよい。こ
のとき、第二粘着剤層の厚みと第一粘着剤層の厚みとは、同一であっても、異なっていて
もよく、第二粘着剤層の厚みは第一粘着剤層の厚みより厚くてもよい。
【０１０７】
　第一粘着剤層（セル側粘着剤層）の厚みは、光学積層体の黄変抑制等の観点から、好ま
しくは３μｍ以上、より好ましくは５μｍ以上、さらに好ましくは１０μｍ以上であり、
光学積層体の薄層化等の観点から、好ましくは３０μｍ以下、より好ましくは２７μｍ以
下、さらに好ましくは２５μｍ以下である。また、第二粘着剤層（透明板側粘着剤層）の
厚みは、光学積層体の黄変抑制等の観点から、好ましくは２０μｍ以上、より好ましくは
３０μｍ以上、さらに好ましくは４０μｍ以上であり、光学積層体の薄層化等の観点から
、好ましくは３００μｍ以下、より好ましくは２８０μｍ以下、さらに好ましくは２５０
μｍ以下である。なお、光学積層体中に、第一粘着剤層および第二粘着剤層以外の粘着剤
層（「他の粘着剤層」ともいう）が含まれる場合には、該他の粘着剤層はそれぞれ、光学
積層体の黄変抑制等の観点から、好ましくは３μｍ以上、より好ましくは５μｍ以上であ
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り、光学積層体の薄層化等の観点から、好ましくは３０μｍ以下、より好ましくは２５μ
ｍ以下である。
【０１０８】
　本発明の光学積層体において、第一粘着剤層および第二粘着剤層の、偏光板とは反対側
の面には、それぞれ、剥離可能な保護シートが貼着されていてもよい。保護シートは、光
学積層体を画像表示セルや透明板と貼合する前の粘着剤層の露出面を傷および汚れから保
護する目的で用いられるシートであり、保護シートを剥離して、例えば第一粘着剤層を画
像表示セルに、第二粘着剤層を透明板にそれぞれ貼合することにより、本発明の画像表示
装置が構成され得る。すなわち、第一粘着剤層および第二粘着剤層は、いずれも除去され
ることなく表示装置に組み込まれる。
【０１０９】
　保護シートを構成する材料としては、例えば、熱可塑性樹脂、例えば、ポリエチレン樹
脂、ポリプロピレン樹脂等のポリオレフィン樹脂；ポリエチレンテレフタレートおよびポ
リエチレンナフタレート等のポリエステル樹脂；ポリカーボネート樹脂；（メタ）アクリ
ル樹脂等が挙げられる。
【０１１０】
　本発明の光学積層体は、例えば、上記粘着剤層を介して透明板および画像表示セルの間
に貼合して用いられる。透明板は、液晶セル等の画像表示セルの反りを抑制したり、画像
表示セルを保護したりする役割を担うものであり、例えば透光性の（好ましくは光学的に
透明な）板状体である。透明板は、単層構造であってもよいし、多層構造であってもよい
。透明板は透明前面板ともいわれる。画像表示セルとしては、液晶セル（素子）および有
機ＥＬセル（素子）等が挙げられる。
【０１１１】
　透明板は、本発明の光学積層体を含む最終製品において最外面に配置されることから、
屋外または半屋外で使用される場合においても十分な耐久性を示すことが求められる。こ
のような観点から、透明板は、ガラスまたは強化ガラス等の無機材料、ヤング率が２ＧＰ
ａ以上の高分子フィルムから構成されることが好ましい。ガラスおよび強化ガラス等の無
機材料、特に、フレキシブルディスプレイ用途としては高分子フィルムが好適であり、中
でもポリカーボネート樹脂（ヤング率２～３ＧＰａ）、アクリル樹脂（ヤング率３～４Ｇ
Ｐａ）、ポリイミド樹脂（ヤング率３～５ＧＰａ）、ポリエーテルサルフォン樹脂（ヤン
グ率２～３ＧＰａ）から構成されるのが特に好ましい。
【０１１２】
　上記透明板は、ディスプレイにおけるカラーフィルター層やＴＦＴ層、タッチパネルの
透明電極層、または加飾層が印刷されたガラスや高分子フィルムを有してもよい。すなわ
ち、本発明の一実施態様において、前記透明板は、その少なくとも一方の側に、下記（Ａ
）～（Ｄ）からなる群から選択される１以上のパターニング層を有してもよい。
　（Ａ）カラーフィルター層
　（Ｂ）ＴＦＴ層
　（Ｃ）透明電極層
　（Ｄ）加飾層
【０１１３】
　タッチパネルの方式については、特に限定はなく、静電容量方式、表面弾性波方式、抵
抗膜方式、電磁誘導方式、光センサー方式、赤外線方式等が例示される。前記透明板は、
反射防止、防汚、電磁波遮蔽、近赤外線遮蔽、色調整、またはガラス飛散防止等の機能を
有していてもよい。かかる機能を有する透明板は、例えば、これらの機能を有する少なく
とも一つ以上のフィルム層を、上記透明板の少なくとも一方の面に積層したものでもよい
。
【０１１４】
　透明板と偏光板と画像表示セルの一体化は、これらを、上記粘着剤層を介して貼合する
ことによって実現でき、これにより、本発明の光学積層体を含む画像表示装置（「本発明
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の画像表示装置」ともいう）を提供することができる。かかる画像表示装置において、透
明板と偏光板との界面における反射や光の散乱を無くし、視認性を向上させるために、粘
着剤の屈折率が透明板の屈折率に近いかまたはこれと同じであることが好ましい。本発明
の画像表示装置は、画像表示部分（ディスプレイ）が経時的に黄変することが抑えられ、
長期的に安定した画像表示機能を発現することができる。
【０１１５】
　本発明の光学積層体および画像表示装置は、テレビ、パーソナルコンピューター、携帯
電話やタブレット端末等のモバイル機器用途に用いることができることに加え、高温環境
下における黄変に対する高い抑制効果を有し、長期間安定した画像表示機能を発現し得る
ことから、より過酷な温度条件下に曝されやすい車載用途に特に好適に用いることができ
る。車載用途としては、例えば、カーナビゲーション装置、スピードメーター、エアコン
用タッチパネル、バックモニターおよびリアモニター等に用いる画像表示装置等が挙げら
れる。
【実施例】
【０１１６】
　以下に実施例および比較例を挙げ、本発明をさらに詳細に説明する。
【０１１７】
１．偏光子（１）の作製
　厚み６０μｍのポリビニルアルコールフィルム（平均重合度約２４００、ケン化度９９
．９モル％以上）を乾式延伸により約５倍に縦一軸延伸し、さらに緊張状態を保ったまま
、６０℃の純水に１分間浸漬した後、ヨウ素／ヨウ化カリウム／水の質量比が０．０５／
５／１００である２８℃の水溶液に６０秒間浸漬した。その後、ヨウ化カリウム／ホウ酸
／水の質量比が８．５／８．５／１００である７２℃の水溶液に３００秒間浸漬した。引
き続き２６℃の純水で２０秒間洗浄した後、６５℃で６０秒間の乾燥処理を行って、ポリ
ビニルアルコールフィルムにヨウ素が吸着配向している厚み２３μｍの偏光子（１）を得
た。偏光子（１）の波長７００ｎｍにおける吸光度Ａ７００は４．０であった。
【０１１８】
２．偏光子（２）の作製
　厚み６０μｍのポリビニルアルコールフィルムに代えて厚み３０μｍのポリビニルアル
コールフィルム（平均重合度約２４００、ケン化度９９．９モル％以上）を用いた以外は
、偏光子（１）の作製と同様にして、ポリビニルアルコールフィルムにヨウ素が吸着配向
している厚み１２μｍの偏光子（２）を得た。偏光子（２）の波長７００ｎｍにおける吸
光度Ａ７００は４．０であった。
【０１１９】
３．偏光子（３）の作製
　厚み６０μｍのポリビニルアルコールフィルムに代えて厚み７５μｍのポリビニルアル
コールフィルム（平均重合度約２４００、ケン化度９９．９モル％以上）を用いた以外は
、偏光子（１）の作製と同様にして、ポリビニルアルコールフィルムにヨウ素が吸着配向
している厚み２８μｍの偏光子（３）を得た。偏光子（３）の波長７００ｎｍにおける吸
光度Ａ７００は４．０であった。
【０１２０】
４．偏光子（４）の作製
　洗浄時の純水の温度を２１℃に変えたこと以外は「偏光子（２）の作製」と同様にして
、ポリビニルアルコールフィルムにヨウ素が吸着配向している厚み１２μｍの偏光子（４
）を得た。偏光子（４）の波長７００ｎｍにおける吸光度Ａ７００は３．３であった。
【０１２１】
５．偏光子（５）の作製
　洗浄時の純水の温度を３４℃に変えたこと以外は「偏光子（２）の作製」と同様にして
、ポリビニルアルコールフィルムにヨウ素が吸着配向している厚み１２μｍの偏光子（５
）を得た。偏光子（５）の波長７００ｎｍにおける吸光度Ａ７００は４．７であった。
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【０１２２】
６．水系接着剤の調製
　水１００質量部に対し、カルボキシル基変性ポリビニルアルコール〔（株）クラレ製の
「ＫＬ－３１８」〕を３質量部溶解して、ポリビニルアルコール水溶液を調製した。次に
、該溶液中の水１００質量部に対して、水溶性ポリアミドポリアミンエポキシ樹脂〔田岡
化学工業（株）製の「スミレーズレジン６５０（３０）」、固形分濃度３０質量％〕１．
５質量部を、該水溶液に添加し、混合することによって、水系接着剤を得た。
【０１２３】
７．紫外線（活性エネルギー線）硬化型接着剤の調製
　硬化性成分として、以下の脂環式エポキシ樹脂（ａ１）８０部および脂肪族エポキシ樹
脂（ａ２）２０部を混合し、さらに光カチオン重合開始剤４．５部を固形分として添加混
合し、紫外線硬化型接着剤を調製した。
【０１２４】
・脂環式エポキシ樹脂（ａ１）：３，４－エポキシシクロヘキシルメチル　３，４－エポ
キシシクロヘキサンカルボキシレート：ダイセル化学工業（株）製の“セロキサイド（登
録商標）２０２１Ｐ”
・脂肪族エポキシ樹脂（ａ２）：１，４－ブタンジオールジグリシジルエーテル：ナガセ
ケムケックス（株）製の“デナコール（登録商標）ＥＸ－１２１”
【０１２５】
【化２】

【０１２６】
・光カチオン重合開始剤：トリアリールスルホニウム塩系光カチオン重合開始剤：５０％
プロピレンカーボネート溶液、サンアプロ（株）製の“ＣＰＩ－１００Ｐ”
【０１２７】
［実施例１］
　偏光子（１）の両面に、上記水系接着剤を塗布し、偏光子（１）の一方の面に、水系接
着剤を介して、保護フィルムとして、貼合面にコロナ処理が施された厚み４０μｍのトリ
アセチルセルロースフィルム（ＴＡＣ）〔コニカミノルタオプト（株）社製の“ＫＣ４Ｕ
Ａ”、透湿度：８３０ｇ／ｍ２・２４時間〕を、偏光子（１）の他方の面に、水系接着剤
を介して、貼合面にコロナ処理が施された延伸されていない厚み２３μｍのノルボルネン
系樹脂〔日本ゼオン（株）製の“ＺＥＯＮＯＲ”、透湿度：２０ｇ／ｍ２・２４時間〕を
、貼合装置〔フジプラ（株）製の“ＬＰＡ３３０１”〕を用いて貼合した。その後、８０
℃で５分間の乾燥を行った後、４０℃、２３％ＲＨで７２時間養生した。養生後、ＺＥＯ
ＮＯＲ面上に上記の貼合装置を用いてアクリル系粘着剤（リンテック（株）製のＰ－１１
９Ｅ）を塗布することによって、厚みが２０μｍの第一粘着剤層を形成した。また、ＴＡ
Ｃ面側に上記の貼合装置を用いてアクリル系粘着剤（リンテック（株）製のＰ－１１９Ｅ
）を塗布することによって、厚みが２０μｍの第二粘着剤層を形成した。これにより、光
学積層体（１）を得た。
　このとき、光学積層体（１）中の全ての粘着剤層の総厚み（即ち、第一粘着剤層および
第二粘着剤層の総厚み）Ｔ１は４０μｍ、偏光子の厚みＴ２は２３μｍであり、Ｔ２／Ｔ
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１は０．５８であった。
【０１２８】
［実施例２］
　偏光子（１）に代えて偏光子（２）を用いた以外は、実施例１と同様にして光学積層体
（２）を得た。このとき、光学積層体（２）中の全ての粘着剤層の総厚み（即ち、第一粘
着剤層および第二粘着剤層の総厚み）Ｔ１は４０μｍ、偏光子の厚みＴ２は１２μｍであ
り、Ｔ２／Ｔ１は０．３０であった。
【０１２９】
［実施例３］
　第二粘着剤層の厚みを４０μｍとした以外は、実施例１と同様にして、光学積層体（３
）を得た。このとき、光学積層体（３）中の全ての粘着剤層の総厚み（即ち、第一粘着剤
層および第二粘着剤層の総厚み）Ｔ１は６０μｍ、偏光子の厚みＴ２は２３μｍであり、
Ｔ２／Ｔ１は０．３８であった。
【０１３０】
［実施例４］
　厚み４０μｍのトリアセチルセルロースフィルム（ＴＡＣ）〔コニカミノルタオプト（
株）社製の“ＫＣ４ＵＡ”〕の片面に、バーコーターを用いて、紫外線硬化型接着剤を、
硬化後の膜厚が約２μｍとなるように塗布した。その塗布面に、偏光子（１）を貼合した
。次に、延伸されていない厚み２３μｍのノルボルネン系樹脂〔日本ゼオン（株）製の“
ＺＥＯＮＯＲ”〕の片面にコロナ放電処理を施し、そのコロナ放電処理面に、上記紫外線
硬化型接着剤を硬化後の膜厚が約２μｍとなるようにバーコーターを用いて塗布した。そ
の塗布面に、上記トリアセチルセルロースフィルムが片面に貼合された偏光子を偏光子側
で貼合することによって、積層物を作製した。この積層物のアセチルセルロース系フィル
ム側から、ベルトコンベア付き紫外線照射装置〔ランプはフュージョンＵＶシステムズ社
製の“Ｄバルブ”使用〕を用いて積算光量が２５０ｍＪ／ｃｍ２となるように紫外線を照
射し、紫外線硬化型接着剤を硬化させた。
　その後、ＺＥＯＮＯＲ面側に、貼合装置〔フジプラ（株）製の“ＬＰＡ３３０１”〕を
用いてアクリル系粘着剤（リンテック（株）製のＰ－１１９Ｅ）を塗布することによって
、厚みが２０μｍの第一粘着剤層を形成した。また、ＴＡＣ面側に上記の貼合装置を用い
てアクリル系粘着剤（リンテック（株）製のＰ－１１９Ｅ）を塗布することによって、厚
みが２０μｍの第二粘着剤層を形成した。これにより、光学積層体（４）を得た。
　このとき、光学積層体（４）中の全ての粘着剤層の総厚み（即ち、第一粘着剤層および
第二粘着剤層の総厚み）Ｔ１は４０μｍ、偏光子の厚みＴ２は２３μｍであり、Ｔ２／Ｔ
１は０．５８であった。
【０１３１】
［実施例５］
　偏光子（１）の一方の面に、貼合装置〔フジプラ（株）製の“ＬＰＡ３３０１”〕を用
いてアクリル系粘着剤（リンテック（株）製のＰ－１１９Ｅ）を塗布することによって、
厚みが２０μｍの第一粘着剤層を形成した。また、偏光子（１）の他方の面に、上記の貼
合装置を用いてアクリル系粘着剤（リンテック（株）製のＰ－１１９Ｅ）を塗布すること
によって、厚みが２０μｍの第二粘着剤層を形成した。これにより、光学積層体（５）を
得た。
　このとき、光学積層体（５）中の全ての粘着剤層の総厚み（即ち、第一粘着剤層および
第二粘着剤層の総厚み）Ｔ１は４０μｍ、偏光子の厚みＴ２は２３μｍであり、Ｔ２／Ｔ
１は０．５８であった。
【０１３２】
［実施例６］
　偏光子（１）に代えて偏光子（２）を用いた以外は、実施例５と同様にして光学積層体
（６）を得た。このとき、光学積層体（６）中の全ての粘着剤層の総厚み（即ち、第一粘
着剤層および第二粘着剤層の総厚み）Ｔ１は４０μｍ、偏光子の厚みＴ２は１２μｍであ
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り、Ｔ２／Ｔ１は０．３０であった。
【０１３３】
［実施例７］
　第二粘着剤層の厚みを４０μｍとした以外は、実施例５と同様にして、光学積層体（７
）を得た。このとき、光学積層体（７）中の全ての粘着剤層の総厚み（即ち、第一粘着剤
層および第二粘着剤層の総厚み）Ｔ１は６０μｍ、偏光子の厚みＴ２は２３μｍであり、
Ｔ２／Ｔ１は０．３８であった。
【０１３４】
［比較例１］
　偏光子（１）に代えて偏光子（３）を用いた以外は、実施例１と同様にして光学積層体
（８）を得た。このとき、光学積層体（８）中の全ての粘着剤層の総厚み（即ち、第一粘
着剤層および第二粘着剤層の総厚み）Ｔ１は４０μｍ、偏光子の厚みＴ２は２８μｍであ
り、Ｔ２／Ｔ１は０．７０であった。
【０１３５】
［実施例８］
　偏光子（１）に代えて偏光子（４）を用いた以外は、実施例１と同様にして光学積層体
（９）を得た。このとき、光学積層体（９）中の全ての粘着剤層の総厚み（即ち、第一粘
着剤層および第二粘着剤層の総厚み）Ｔ１は４０μｍ、偏光子の厚みＴ２は１２μｍであ
り、Ｔ２／Ｔ１は０．３０であった。
【０１３６】
［実施例９］
　偏光子（１）に代えて偏光子（５）を用いた以外は、実施例１と同様にして光学積層体
（１０）を得た。このとき、光学積層体（１０）中の全ての粘着剤層の総厚み（即ち、第
一粘着剤層および第二粘着剤層の総厚み）Ｔ１は４０μｍ、偏光子の厚みＴ２は１２μｍ
であり、Ｔ２／Ｔ１は０．３０であった。
【０１３７】
［参考例１］
　第二粘着剤層を形成しなかった以外は、比較例１と同様にして光学積層体（１１）を得
た。Ｔ１は２０μｍ、偏光子の厚みＴ２は２８μｍであり、Ｔ２／Ｔ１は、１．４０であ
った。
【０１３８】
［黄変評価（１０５℃）］
　実施例１～９および比較例１で得られた光学積層体（１）～（１０）を３０ｍｍ×３０
ｍｍの大きさにそれぞれ裁断して、第一粘着剤層および第二粘着剤層それぞれの表面を無
アルカリガラス〔コーニング社製の“ＥＡＧＬＥ　ＸＧ”〕に貼合することによって、評
価サンプルを作製した。また、参考例１で得られた光学積層体（１１）を、３０ｍｍ×３
０ｍｍの大きさに裁断して、第一粘着剤層の表面を無アルカリガラス〔コーニング社製の
“ＥＡＧＬＥ　ＸＧ”〕に貼合することによって、評価サンプルを作製した。
　この評価サンプルに、温度５０℃、圧力５ｋｇ／ｃｍ2（４９０．３ｋＰａ）で１時間
オートクレーブ処理を施した後、温度２３℃、相対湿度５５％の環境下で２４時間放置し
た。その後、温度１０５℃の加熱環境下に１００時間保管する加熱試験を行い、加熱前後
での色の変化を目視で確認した。ほぼ変化のなかったものをＡ、色の変化が若干だが確認
できるものをＢ、偏光板面内の半分程度の面積に色変化が確認できるものをＣ、偏光板面
内のほぼ全面で色が大きく変化したものをＤとした。得られた結果を表１に示す。
　なお参考例１で作製した光学積層体（１１）を含む評価サンプルは、片側にのみ無アル
カリガラスが積層されていたため、ポリエン化が生じなかったので色変化が生じず、評価
結果はＡであった。
【０１３９】
［黄変評価（９５℃）］
　上記と同様に、実施例１～９および比較例１および参考例１で得られた光学積層体（１
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）～（１０）を用いて評価サンプルを作製した。この評価サンプルに、温度５０℃、圧力
５ｋｇ／ｃｍ2（４９０．３ｋＰａ）で１時間オートクレーブ処理を施した後、温度２３
℃、相対湿度５５％の環境下で２４時間放置した。その後、温度９５℃の加熱環境下に１
００時間保管する加熱試験を行い、加熱前後での色の変化を目視で確認した。ほぼ変化の
なかったものをＡ、色の変化が若干だが確認できるものをＢ、偏光板面内の半分程度の面
積に色変化が確認できるものをＣ、偏光板面内のほぼ全面で色が大きく変化したものをＤ
とした。得られた結果を表１に示す。
　なお参考例１で作製した光学積層体（１１）を含む評価サンプルは、片側にのみ無アル
カリガラスが積層されていたため、ポリエン化が生じなかったので色変化が生じず、評価
結果はＡであった。
【０１４０】
［赤変評価］
　実施例１～９および比較例１で得られた光学積層体（１）～（１０）を１５０ｍｍ×１
００ｍｍの大きさにそれぞれ裁断して、第一粘着剤層および第二粘着剤層それぞれの表面
を無アルカリガラス〔コーニング社製の“ＥＡＧＬＥ　ＸＧ”〕に貼合することによって
、評価サンプルを作製した。
　その後、評価サンプルを温度１０５℃の加熱環境下に３０分保管する加熱試験を行い、
加熱前後で、クロスニコルの状態における赤色の抜け具合の変化を目視で確認した。加熱
前後でほぼ変化せず赤変がないものをＡ、加熱後に赤色の抜けが若干だが確認できるもの
をＢ、加熱後に明らかに赤色の抜けが確認できるものをＣ、加熱後に著しい赤色の抜けが
確認できるものをＤとした。得られた結果を表１に示す。
【０１４１】
【表１】

【０１４２】
　偏光子の厚みＴ２と第一および第二粘着剤層の総厚みＴ１の比率（Ｔ２／Ｔ１）が０．
６以下であり、かつ、偏光子の厚みＴ２が２３μｍ以下である実施例１～９の光学積層体
においては、高温環境下に暴露した後の黄変が生じ難かった。一方、Ｔ２／Ｔ１が０．６
を超え、Ｔ２が２３μｍを超える比較例１の光学積層体では、９５℃での黄変評価におい
て色変化が観測され、さらに１０５℃での黄変評価においては偏光板面内のほぼ全面で色
が大きく変化し、高温環境下に暴露することにより著しく黄変したことが見出された。な
お、第二粘着剤層を備えておらず、光学積層体の一方の面のみがガラス板で覆われた参考
例１の光学積層体では、高温環境下に暴露した後の黄変は生じなかった。
【符号の説明】
【０１４３】
１　：偏光子
２　：第一粘着剤層
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２’：第二粘着剤層
３　：保護フィルム
４　：接着剤層
５　：保護シート
６　：透明板
７　：画像表示セル
１０：偏光板

【図１】

【図２】
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【手続補正書】
【提出日】平成29年10月20日(2017.10.20)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第一粘着剤層、偏光板、および第二粘着剤層をこの順に備える光学積層体であって、
　前記偏光板は厚みが２３μｍ以下の偏光子を含んでなり、該偏光子は、二色性色素を含
むポリビニルアルコール系樹脂フィルムであり、かつ、波長７００ｎｍにおける吸光度Ａ

７００が３．７以上５．５以下であり、
　前記光学積層体中に含まれる全ての粘着剤層の総厚みをＴ１とし、前記偏光子の厚みを
Ｔ２としたとき、Ｔ２／Ｔ１が０．６以下である、光学積層体。
【請求項２】
　前記粘着剤層を介して透明板および画像表示セルの間に貼合して用いられる、請求項１
に記載の光学積層体。
【請求項３】
　前記偏光板は、前記偏光子の少なくとも片面に積層された２００ｇ／ｍ２・２４時間以
上の透湿度を有する保護フィルムを含む、請求項１または２に記載の光学積層体。
【請求項４】
　請求項１～３のいずれかに記載の光学積層体を含む画像表示装置。
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